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千代田区では平成 12 年度に千代田区環境配慮指針を策定し、平成 15 年度には本庁舎にお






























202 年度から「総合的な学習の時間 J が設けられたことによって、学校が担う教育内容に
大きな変化が現れている。従来の国語、算数といった基礎学力を身につけさせることに加え、
自ら課題を発見し、主体的に考えることで問題解決をすることができるとする、いわゆる「生
きる力j を身につけさせることが大きな教育課題となった。総合学習においては I環境j f情























昼間人口が夜間人口の約 20 倍という千代田区の特異な地域に立地している 30 社を超え



















































うな人類存続に対する危機感によって、 1972 年に f国連人間環境会議J （ストックホルム会
議）が開催され、その会議のなかで「環境に関する教育J の必要性が認識されたのである。
その具体的な内容や計画などは国際的な協議の上でおこなわれ、ストックホルム会議で採択
された「人間環境宣言j や「行動計画J に基づいて、 UNESCO （国連教育科学文化機関）と




そのような背景のなか、わが国は、平成 5 年 1 月 19 日（ 193 年）に環境基本法が制定
され、その中に環境教育・環境学習に関する条文が盛り込まれた（25 条）。また、 201 年に
内閣再編に伴って環境省が新たに設置され、ようやく欧米と比肩する環境政策が展開可能と
なった。その後、わが国の環境教育は、 202 年のヨハネスブルグ・サミットにおいて、わが
国の NGO の提案のもとに「持続可能な開発のための教育の 10 年j が決議され採択された。
これに伴い「環境教育の法制化j をめざして、わが国で最初の本格的な法律である「環境の
保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律J （以下、推進法）が、平成 15 年











携しながら目的を達成することを明示 L ている。さらにそのことについて、同法第 21 条で
は、ヨハネスブルグのキーワードであった「パートナーシップj について定義を与え、それ





































































































'<_ ~~平｛面 i !l 
地域貢献の潜在的希望｜ ；、 ::1 環境教育ニーズ＊


















内田綾乃 法政大学社会学部社会政策科学科 4 年生
増井美帆 法政大学社会学部社会政策科学科 4 年生
竹之内千穂、 法政大学社会学部社会学科 4 年生
白戸大士 法政大学社会学部社会政策科学科 3 年生
清水智成 法政大学社会学部社会政策科学科 3 年生
財満知美 法政大学社会学部社会政策科学科 3 年生
平野小百合 法政大学社会学部社会政策科学科 3 年生
徳田一絵 法政大学社会学部社会政策科学科 2 年生
久保紗和美 法政大学社会学部社会政策科学科 2 年生
大木裕仁 法政大学社会学部社会学科 2 年生
柏木勇人 法政大学人間環境学部 3 年生
太田彩方 法政大学人間環境学部 3 年生
加藤虞子 法政大学人間環境学部 3 年生
石本紀子 法政大学人間環境学部 2 年生
阿部泰子 法政大学人間環境学部 1 年生
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